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１．障害者雇用促進制度

（１）概要

障害者の職業生活において自立することを促進するための措置を総合的に講じ、障害者の職業の安定を

図るもの。具体的には、次の事業を実施する。

・　ハローワーク、障害者就業・生活支援センターによる職業紹介、就労訓練、就労支援等

・　企業に対する法定雇用率の義務化、調整金・納付金制度の運用、助成金の支給

（２）法定雇用率

　　従業員が一定数以上の規模の事業主は、従業員に占める身体障害者・知的障害者・精神障害者の割合を

　「法定雇用率」以上にする義務を負うもの。週所定労働時間２０時間以上の就労者をカウント。

　　民間企業の法定雇用率は2.3％（従業員を43.5人以上雇用している事業主は、障害者を１人以上雇用）。

　なお、未達成の企業は、ハローワークから行政指導を受ける場合がある。

２.本市の取組状況

障害者雇用及び就労支援の取組状況と今後の方向性について

これまでは、一般就労が難しかった方が、就労・雇用の対象者になる。

→ 就労支援機関、企業、本人も、新たな領域に踏み込むことから、これまでにない支援が求められる。

＜参考１＞ 法定雇用率の状況 （％）

（３）国の方向性（令和４年６月１７日 労働政策審議会意見書から抜粋）

雇用義務の対象となっていない週所定労働時間10時間以上20時間未満の重度身体障害者、重度知的障害

者、精神障害者の就労機会の拡大のため、これらの障害者を事業主が雇用した場合に、特例的な扱いとして、

実雇用率において0.5人相当として算定できるようにする。

（１） 就労意欲の喚起

① 就労体験・職場実習の実施

ア．就労体験 【Ｈ２６～】

川崎フロンターレ・川崎ブレイブサンダース主催試合、多摩川マラソン、Colorsかわさき展等イベントの

場において、スタッフとして働くことを体験する。

イ． ステップアップ事業 【Ｈ２３～】

第４庁舎での清掃業務、多摩図書館での配架業務等の一部を切り出し、実習の場を提供するもの。

希望者の増加により、今年度から新たに宮前図書館においても開始。

ウ．就労セミナー【Ｈ２１～】

神奈川県・川崎市各教育委員会と連携し、特別支援学校の就労を希望する生徒向けにグループ

ワークによる就職セミナーを実施するとともに、保護者向けには、就職や職場定着に関する情報

提供、家族の役割等について認識を深める研修を行う。

② 働く場の提供

ア．就労継続支援事業所

・ 民間事業所の参入拡大による 施設数 ３７施設（Ｈ２３） → ８０施設（Ｒ４）

・ 就労継続支援施設の充実 定員数 ６３４人（Ｈ２３） → １，５０３人（Ｒ４）

⇒ 障害特性に応じた多様なサービスの提供

（例）おかし、パン、雑貨等自主製品の製造・販売 、清掃等施設外業務、データ起こし等

イ．チャレンジ雇用 【Ｈ２０～】

知的障害がある市民を対象として、最大３年間雇用し、この間、事務作業、軽作業その他の業務

を、支援員の支援を受けながら行い、業務能力の向上を図り、もって一般就労へつなげる支援事業。

平成 １９年１２月２５日に国において策定された、新たな「重点施策実施５か年計画」において、平成

２０年度から全府省で実施することとされ、これに合わせて全国の自治体で事業化されたもの。

（本市における経過と現状）

チャレンジ後の就職状況

（人）

（人）

資 料

応募状況

⇒ 応募・チャレンジ後の就職ともに減少。

・ 法定雇用率の引き上げに伴う企業の採用活動の活発化により、チャレンジ雇用の対象層は、一般

就労へシフトしている。

・ そのため、現在の応募者は、知的障害だけでなく、精神障害・発達障害・疾病等複合的な課題があ

り、 就労訓練よりも日常生活支援の要素が強くなっている。

H10 H25 H30 R3

民間企業 1.8 2.0 2.2 2.3

国・地方公共団体 2.1 2.3 2.5 2.6

教育委員会 2.0 2.2 2.4 2.5

実績 H22 H25 H30 R3

全国 1.68 1.76 2.05 2.20

川崎市 1.66 1.73 1.93 2.03
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Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2 Ｒ3

福祉施設から
一般就労への移行人数（人）

180 223 217 277 262 271 213 311

就労移行支援事業所数（所） 19 22 27 27 28 28 30 37

Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2 Ｒ3

登録者数 1,059 1,149 1,305 1,557 1,752 2,060 2,097 2,203

うち新規 124 124 170 187 243 257 189 197

うち求職中 250 260 344 389 352 540 578 590

新規就職者数 160 135 132 195 190 218 185 206

（２） 就労支援

① 就労支援

就労移行支援事業所や市内３か所の地域就労援助センターの支援により、福祉施設から一般就労への

移行を促進する。

イ．地域就労援助センター【H３～】

市内３か所の各センターにて、求職者や就労者に対して、それぞれの状況に応じた就労支援・定着支援

を行う。

ウ．短時間雇用プロジェクト 【Ｈ２８～】

法定雇用率の対象にならない、週あたり２０時間未満の求人開拓、マッチングを行い、企業の人手不足

の解消に寄与するとともに、障害者の活躍の場を広げる取組。

（実績 （直近３年間））

神戸市、岐阜市、いわき市、渋谷区、港区で実施中。（他都市の状況）

② 定着支援

ア． 主な定着支援機関

・ 地域就労援助センター【Ｈ３～】 支援ステージに応じた定着支援を実施。

・ 就労定着支援事業所【Ｈ３０～】 障害者総合支援法に基づき、就労移行支援事業所等の福祉施設

から一般就労への移行者に対して、 就職半年後から３年間の定着支援を実施。

イ．川崎就労定着プログラム（Ｋ－ＳＴＥＰ）の推進 【Ｈ２７～】

セルフケアシートの活用により、精神障害者のコンディションの 「見える化」を図るとともに、障害者本人と

職場の上司とのコミュニ ケーションを生み出し、相互理解を促進する。

⇒ 神奈川県と協力し研修及び市主催のフォローアップ研修を実施

⇒ 市外を含む１６７事業所まで拡大（Ｒ４年10月末現在）

⇒ 企業向けの紹介動画を作成

（３） 雇用支援

障害者雇用に向けた普及啓発と、職場環境を整えるため、企業に対する雇用支援を行うもの。

①普及・啓発
0

ア．障害者雇用促進ネットワーク会議 【Ｈ２８～】

企業、就労支援機関、行政が一体となって行う、障害者雇用をテーマとした学習・情報共有を実施。

② 雇用相談

ア．企業応援センターかわさき 【Ｒ１～】

障害者を雇用しようとする、または既に雇用している企業をサポートするため、障害者雇用に関する相

談を実施。あわせて、短時間雇用プロジェクトを推進。

Ｒ1 R2 R3

雇用相談（社） 73 71 99

うち採用実績（人） 5 5 15

＜参考２＞地域就労援助センターにおける就労定着支援の対象者数

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3

川崎市(人) 764 836 890 1,025 1,122 1,268 1,367 1,461

（人）

ア．福祉施設から一般就労への移行人数・就労移行支援事業所数

（４） 福祉的就労の支援

① 工賃向上・市民理解の促進

しごとセンターの活用、製品販売会の開催等を通して、障害福祉サービス事業所（主にＢ型事業所）に通う

利用者の 工賃向上を進める。

Ｂ型事業所月額平均工賃推移 （円）

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3

川崎市 14,092 14,421 15,120 15,742 16,099 16,453 14,985 14,078 14,998

全国 14,437 14,838 15,033 15,295 15,594 16,118 16,369 15,776 集計中

神奈川県 13,180 13,709 13,704 13,677 14,047 14,696 15,119 14,517 14,956対象者数
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（低）
週の就業
時間２０時間の壁

業務遂行の自立度 ステップアップ

（高）

【正規雇用】

Ｓ５７～ 身体障害

Ｒ２ ～ ３障害

【配置型雇用】

Ｈ２９～ ３障害

【集中型雇用】

・チャレンジ雇用

Ｈ２０～ 知的障害

・ワークステーション

Ｒ４～ ３障害

【短時間雇用】

Ｒ４～ ３障害

より就労困難な層（福祉的就労者）

（２）定着支援

３．課題

（１） 雇用支援 特に、中小企業（１００人未満）において、雇用が進んでいない。

（２） 定着支援 障害者雇用が進められたことで、就労定着支援のニーズが増している。

（３） 工賃向上に向けた取組 コロナ禍の影響を受け、福祉的就労における工賃の減少がみられる。

（４） 就労困難層への支援 国の動向を踏まえた新たな対応の必要がある。

（１）雇用支援

（３）工賃向上に向けた取組

・ インターネット・冊子を用いた自主製品の周知や、社会状況をふまえた自主製品販売会の積極的な実施

・ 高工賃業務へのシフトを促進

⇒【おそうじプロジェクト】 高工賃である清掃業務のノウハウを障害福祉サービス事業所に普及

・ 様々な関係機関と連携した情報発信

・ 障害者雇用促進ネットワーク会議等の場を活用した理解の促進、手法の提案

・ 各企業個別の状況に応じたきめ細やかなコンサルティング支援

（４）就労困難層への支援

① 短時間雇用プロジェクトのさらなる推進

② チャレンジ雇用のあり方の検討

・ 企業団体と連携した取組みの推進 ・ 自治体情報共有会の開催

・ 本市による直接雇用（会計年度任用職員）の実施

・ さらに就労困難な層を対象とした手法の検討（R５年度から新規採用を停止）

＜参考３＞本市における障害者採用策の状況

４．今後の方向性

・ 川崎就労定着プログラム（Ｋ－ＳＴＥＰ）のさらなる活用推進

・ 地域就労援助センターにおける定着支援手法の見直し・試行

Ｓ５７ Ｈ２０ Ｈ２９ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ４

会計年度任用職員

正規職員
身体

知的（チャレンジ）

３障害（配置型）

３障害（集中型）

精神（短時間）

３障害

法定雇用率のさらなる引き上げや、週当たり20時間未満労働者の法定雇用率算定の可能性

⇒ 今後、福祉的就労から一般就労へのシフトを後押しする施策の強化が求められる

＜参考４＞本市における障害者採用の対象者層イメージ図

「チャレンジ雇用（H20～）」

と「ワークステーション（R4

～）」の対象者層が同じ

福祉的就労から一般就労への

後押しをする施策の強化を検討
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